
事 業 概 況 （令和７年12月分結果の概要）

保 険 給 付

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,688 億円で、前年同期に比べ

て0.9％増となっている。

保険給付支払総額の給付種類別の状況

保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,618 億円で46.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,942 億円で34.1％を占めている。以下、休業補償給付が13.3％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償一時金が1.1％、

介護補償給付が1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ0.2％となっている。

保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が11.7％増、葬祭料が7.7％増、療養

補償給付が2.3％増、休業補償給付が1.2％増、介護補償給付が1.1％増、障害補償一時金が1.0％増となっているのに対

し、年金等給付が同水準、遺族補償一時金が13.5％減となっている。（第１表）

保険給付支払総額の業種別の状況

保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,011 億円で 35.4％、「建設事業」が 1,522 億円で

26.8％、「製造業」が1,255億円で22.1％となっている。以下、「運輸業」が11.4％、「鉱業」が2.2％、「林業」が1.3％、

「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。

保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.0％増、「その他の

事業」が3.7％増、「運輸業」が2.3％増、「漁業」が0.5％増となっているのに対し、「鉱業」が8.3％減、「林業」が4.1％

減、「船舶所有者の事業」が3.4％減、「製造業」が1.1％減、「建設事業」が0.6％減となっている。（第２表）

区 分

保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 564,009,538 100.0 0.2△ 568,813,534 100.0 0.9

療 養 補 償 給 付 189,889,646 33.7 0.7 194,166,928 34.1 2.3

休 業 補 償 給 付 74,584,265 13.2 0.0 75,471,806 13.3 1.2

障 害 補 償 一 時 金 22,356,460 4.0 2.3 22,572,465 4.0 1.0

遺 族 補 償 一 時 金 7,040,099 1.2 17.1 6,089,856 1.1 13.5△

葬 祭 料 1,300,021 0.2 5.2△ 1,399,635 0.2 7.7

介 護 補 償 給 付 5,856,891 1.0 0.2 5,922,842 1.0 1.1

年 金 等 給 付 261,740,243 46.4 1.5△ 261,803,165 46.0 0.0

二 次健 康診 断等 給付 1,241,913 0.2 4.5 1,386,836 0.2 11.7

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度 6年12月末 令和7年度 7年12月末

金 額 構成比

対前年

同 期
増減率

金 額 構成比

対前年

同 期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



年金等給付支払総額の業種別の状況

年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,467 億円で56.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,008 億円で38.5％、傷病補償年金が143億円で5.5％を占めている。

年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 850 億円で 32.5％、「製造業」が 724 億円で 27.7％、

「その他の事業」が589億円で22.5％となっている。以下、「運輸業」が11.4％、「鉱業」が3.4％、「林業」が1.5％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ0.3％となっている。（第３表）

区 分

業 種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 564,009,538 100.0 0.2△ 568,813,534 100.0 0.9

林 業 7,900,633 1.4 3.8△ 7,578,323 1.3 4.1△

漁 業 1,472,208 0.3 3.3 1,479,043 0.3 0.5

鉱 業 13,830,230 2.5 5.6△ 12,681,759 2.2 8.3△

建 設 事 業 153,170,186 27.2 1.3△ 152,186,480 26.8 0.6△

製 造 業 126,877,200 22.5 1.8△ 125,477,596 22.1 1.1△

運 輸 業 63,163,243 11.2 1.5 64,628,770 11.4 2.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,147,030 0.2 9.2△ 1,250,152 0.2 9.0

そ の 他 の 事 業 193,928,714 34.4 1.9 201,097,449 35.4 3.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,520,094 0.4 3.9 2,433,963 0.4 3.4△

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度 6年12月末 令和7年度 7年12月末

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

令和7年度 7年12月末現在

区 分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

業 種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 100,776,432 146,708,925 14,317,809 261,803,165 100.0

林 業 1,160,149 2,709,549 159,958 4,029,657 1.5

漁 業 238,127 740,796 22,438 1,001,361 0.4

鉱 業 871,597 7,108,659 980,151 8,960,408 3.4

建 設 事 業 26,183,994 53,627,808 5,188,400 85,000,202 32.5

製 造 業 35,170,837 34,858,925 2,380,716 72,410,478 27.7

運 輸 業 11,557,844 16,776,365 1,554,548 29,888,757 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
165,674 498,116 31,185 694,975 0.3

そ の 他 の 事 業 25,163,890 29,815,631 3,964,370 58,943,891 22.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 264,320 573,075 36,042 873,437 0.3

構 成 比 38.5% 56.0% 5.5% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年 12 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,640 億円で、前年同期に比

べて3.6％増となっている。保険料収納済額は6,915 億円で、前年同期に比べて4.0％増となっている。また、収納率につ

いてみると71.7％となっており、前年同期に比べて0.2 ポイント上回っている。

保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,897億円で50.8％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,035 億円で 21.1％、「製造業」が 1,678 億円で 17.4％を占めている。以下、「運輸業」が 8.1％、「船舶所有者

の事業」が 1.3％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表）

区 分

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

業 種 6年12月末 7年12月末 6年12月末 7年12月末 6年12月末 7年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 930,236,071 964,010,883 100.0 3.6 664,913,548 691,522,800 100.0 4.0 71.5 71.7

林 業 5,180,814 5,238,491 0.5 1.1 3,733,828 3,777,148 0.5 1.2 72.1 72.1

漁 業 2,044,786 1,977,351 0.2 3.3△ 1,468,935 1,400,126 0.2 4.7△ 71.8 70.8

鉱 業 2,223,742 2,264,553 0.2 1.8 1,460,427 1,503,004 0.2 2.9 65.7 66.4

建 設 事 業 197,665,833 203,494,235 21.1 2.9 142,560,253 147,260,027 21.3 3.3 72.1 72.4

製 造 業 162,662,164 167,811,933 17.4 3.2 113,528,347 117,748,478 17.0 3.7 69.8 70.2

運 輸 業 76,543,452 78,488,900 8.1 2.5 51,310,099 52,857,694 7.6 3.0 67.0 67.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,242,782 2,419,169 0.3 7.9 1,576,721 1,745,420 0.3 10.7 70.3 72.1

そ の 他 の 事 業 468,119,447 489,687,229 50.8 4.6 339,532,577 356,347,231 51.5 5.0 72.5 72.8

船舶所有者の 事業 13,553,049 12,629,022 1.3 6.8△ 9,742,360 8,883,670 1.3 8.8△ 71.9 70.3

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収 納 率

構成比

対前年

同 期

増減率

構成比

対前年

同 期

増減率


